
 

 
 

図表 1：対ドルスポットレートの変化率（11 月 26 日、％）  図表 2：米貿易収支（3 か月移動平均） 

 

 

 
出所：ブルームバーグ、みずほ銀行 ※午前 9 時時点  出所：ブルームバーグ、みずほ銀行 
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2024 年 11 月 26 日

通貨ニュース 

メキシコ：戻ってきたトランプ砲  

11 月 26 日の東京市場朝方、MXN は大幅安で取引されている。主要通貨に目

を移せば、MXN の他では CAD の売りも目立つ（図表 1）。既に大々的に報じら

れている通り、トランプ次期米大統領の情報発信が要因である。 

具体的には、トランプ氏は自身のソーシャルメディア（トゥルースソーシャル）に

おいて、以下の通り投稿している。 
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・中国に対し、米国への輸入品全てに対し、10％の追加関税を課す 

・就任後の最初の大統領令として、カナダとメキシコからの全ての輸入品に

25％の関税を課す 

既知の通り、「米国・メキシコ・カナダ協定（USMCA）」といった自由貿易協定の

恩恵もあり、特にメキシコは対米貿易黒字を積み上げてきた経緯がある（図表

2）。選挙期間中のトランプ氏の公約に目を移せば、関税に関しては、「全ての

国に対して」課す、としていた。今回の投稿は、当初想定よりも限定的な言及と

言えそうだ。また、投稿を確認する限り、貿易赤字や産業保護などは名目にな

っていないようだ。具体的には、違法薬物の流入、不法移民などが理由として

挙げられている。このような問題は、関税で解決すべき類ではないように思え

る。関税を強化したところで、不法移民が止まるわけではない。あくまで、「ディ

ール外交」の一環として、懲罰的な関税を課すことを示唆しているのだろう。 

いずれにしても、前回在任時も同氏のソーシャルメディアにおける情報発信を

市場が材料視する場面があったが、既に同じ現象は復活していると言えそう

だ。トランプ氏の一挙手一投足への注目は明らかに高まっている。 
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